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令和 7 年度松江市食品衛生監視指導計画概要 
 
【計画の位置付け】 
○根 拠   食品衛生法第 24 条第１項 

   「都道府県知事等は、指針に基づき、毎年度、翌年度の当該都道府県等

が行う監視指導の実施に関する計画（以下「都道府県等食品衛生監視指

導計画」という。）を定めなければならない。」 

○計画期間  令和 7年 4 月 1日～令和 8 年 3月 31 日 

        

 

第１ 監視指導の実施に関する基本的方向 

「食品衛生に関する監視指導の実施に関する指針」（平成 15 年厚生労働省告示第 301

号）に基づき、松江市の地域特性や島根県及び全国の食中毒事案及び違反事案の発生状

況を踏まえて、食品衛生対策を実施する。 

 
第２ 監視指導の実施体制等に関する事項 

１．監視指導の実施体制等に関する基本的事項 

  ●保健所に配置されている食品衛生監視員による監視 

  ●HACCP※１に沿った衛生管理の実施状況の確認及び指導助言 

２．国、他の都道府県等その他関係機関との連携確保に関する事項 

  ●広域流通食品及び輸入食品における違反情報、食中毒情報等の共有、連携強化 

  ●食中毒事案調査において、専門的知見を踏まえて実施できるよう、島根県保健環境科

学研究所等との連携確保 

３．広域的な食中毒事案発生時の関係機関相互の連携確保に関する事項 

  ●広域的な食中毒事案の発生に備えた、連絡･連携体制の整備（広域連携協議会） 

  ●広域的な食中毒事案の発生時における拡大防止対策の実施 

 ４．農林水産部局等他部局との連携確保に関する事項 

  ●生産から消費に至る食品の安全対策の推進と事故発生時の連携確保 

５．試験検査実施機関の体制の整備等に関する事項 

  ●島根県保健環境科学研究所及び登録検査機関で検査を実施 

  ●委託機関への立入検査等による確認を実施 

 
第３ 監視指導の実施に関する事項 

１．重点的に監視指導を実施する項目 

   製造基準、施設基準の遵守状況の確認、一般衛生管理の実施状況の確認のほか、下記

事項について重点的に監視指導 

①HACCP に沿った衛生管理の監視指導 

   ②食中毒予防対策の実施状況の確認 

   ③食品表示法に基づく適正表示の実施状況の確認 

      ④「野生鳥獣肉にかかる衛生管理ガイドライン」の普及及び実施状況の確認 

   ⑤食品取扱施設への異物混入等対策の確認・助言 

   ⑥保健所への報告 

   ⑦令和 7年度全国総合体育大会に係る監視指導 

※１ HACCP  食品関係事業者等が食中毒菌汚染等の危害要因を把握した上で、原材料の入荷から製品出荷までの全工

程の中で、危害要因を除去低減させるために特に重要な工程を管理し、安全性を確保する衛生管理手法。 
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２．施設への立入検査に関する事項 

   ①重点監視対象施設：大量調理施設、広域流通食品製造業 

   ②重点監視期間：夏期（7 月）、年末（12月）を食品衛生強化月間とする 

 

＜令和 7 年度立入検査計画＞ 

 営業許可施設 営業届出施設 

立入検査施設数 1,400 300 

 

３．食品等の収去検査等に関する事項 

  ●流通する食品の成分規格､使用添加物､農産物の残留農薬等について検査 

 
＜令和 7 年度食品等検査計画＞ 

 

 

成分規格等 残留農薬等 
計 

理化学 細菌 国内 輸入等 

肉卵類   1  1 

魚介類 15 15   30 

野菜等   10 10 20 

その他加工品 15 15   30 

計 30 30 11 10 81 

  
 
第４ 食品関係事業者等自らが実施する衛生管理に関する事項 

１．HACCP に沿った衛生管理の普及・推進 

  ●HACCP に沿った衛生管理の支援 

  ●食品衛生協会食品衛生指導員による巡回指導（内部点検）の実施 

２．食品衛生管理者及び食品衛生責任者の設置 

  ●食品衛生管理者及び食品衛生責任者による自主管理体制の促進  

３．食品関係事業者等による適正な食品表示の推進 

  ●ホームページでの情報提供、食品衛生推進員※２による食品表示の点検・助言 

 

※２ 食品衛生推進員  食品衛生法第 67 条第 2 項の規定に基づき、食品衛生の向上に関する自主的な活動を促進す

るため、市長の委嘱を受けた者で、市の施策に協力して、飲食店等の食品関係事業者等に対

する助言等の活動を行う 

 

第５ 関係者相互間の情報及び意見の交換(ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ)の実施に関する事項 

１．市民への情報提供及び苦情相談の実施 

  ●監視指導結果､食中毒事例等の情報提供 

  ●苦情相談の実施、関係部局間の連携強化 

２．消費者への食品による危害発生防止のための情報提供 

  ●消費者向け衛生講習会の開催、広報媒体の配信 

３．関係者相互間の意見交換 

  ●食品関係者（食品関係事業者等、消費者、行政）間の意見交換会の開催 

  ●消費者による食品営業施設における現地研修等 
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第６ 食品衛生に係る人材の養成及び資質の向上に関する事項 
１．食品衛生監視員、と畜検査員、食鳥検査員、食品等検査担当職員等の資質向上 

  ●食品衛生監視員研修等の開催、厚生労働省等の開催する研修へ職員派遣 

２．食品衛生責任者等の事業者自らが実施する衛生管理を担う者の養成及び資質向上 

  ●食品衛生責任者講習会等の開催 

  ●適正表示研修会の開催 

 


